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住民基本台帳制度について　　

○　住民基本台帳法は、住民に最も身近な市町村において住民記録を元に簡素で統
一的な事務ができるよう、昭和４２年に制定されたもの。　　

・　住民に住所に関する届出等の簡素化
・　住民に関する記録を正確かつ統一的に
行う

・　住民の居住関係の公証

・　選挙人名簿の登録その他の住民の住
所に関する事務の処理の基礎

・住民の利便性の向上・住民の利便性の向上

・国及び地方公共団体の行政の合理化・国及び地方公共団体の行政の合理化

１



住民票の記載事項　

○　住民基本台帳法第７条（住民票の記載事項）
　
　①　　　氏名
　②　　　出生の年月日
　③　　　男女の別
　④　　　世帯主についてはその旨、世帯主ではない者については世帯主との続柄
　⑤　　　戸籍の表示
　⑥　　　住民となった年月日
　⑦　　　住所及び住所を定めた年月日
　⑧　　　転入届の年月日及び従前の住所
　⑨　　　選挙人名簿に登録されている旨
　⑩　　　国民健康保険の被保険者の資格に関する事項
　⑩の２ 介護保険の被保険者の資格に関する事項
　⑪　　　国民年金の被保険者の資格に関する事項
　⑪の２ 児童手当の受給資格に関する事項
　⑫　　　米穀の配給を受ける者に関する事項
　⑬　　　住民票コード
　⑭　　　その他政令で定める事項　　　　　　　　　　　　　等
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転入届 （法２２条）

◆　転入をした者は、転入をした日から１４日以内に転入届を行う必要がある。

　【届出事項】
　 ①　氏名
　 ②　住所
　 ③　転入をした年月日
　 ④　従前の住所
　 ⑤　世帯主である場合にはその旨
　 　　（世帯主でない者については世帯主の氏名及び世帯主との続柄）
　 ⑥　転入前の住民票コード
　 ⑦　国外から転入をした者等については、①～⑥その他政令で定める事項

３

※　転入届には、転出証明書（転出地市町村で交付）を添付する必要がある。

※　住基カード保有者は、法２４条の２による特例による転入届を
　行うことを付記した転出届を転出地市町村に電子的又は郵便で行う
　ことにより、転出証明書の省略が可能。



転出届 （法２４条）

◆　転出をする者はあらかじめ転出届を行う必要がある。

　【届出事項】
　①　氏名
　②　転出先
　③　転出予定年月日

（法２３条）転居届

【届出事項】
　①　氏名、　②　住所、③　転居をした年月日、　④　従前の住所
　⑤　世帯主についてはその旨（世帯主でない者については世帯主の氏名及び世帯主との続柄）

（法２５条）世帯変更届

【届出事項】　
①氏名、②変更があった事項、③変更があった年月日
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■　国民健康保険の被保険者である者に係る届出の特例（法２８条）■　国民健康保険の被保険者である者に係る届出の特例（法２８条）

　・国民健康保険の被保険者については、転入届等にその資格を証する事項を付記

■　介護保険の被保険者である者に係る届出の特例（法２８条の２）■　介護保険の被保険者である者に係る届出の特例（法２８条の２）

　・介護保険の被保険者については、転入届等にその資格を証する事項を付記

■　国民年金の被保険者である者に係る届出の特例（法２９条）■　国民年金の被保険者である者に係る届出の特例（法２９条）

　・国民年金の被保険者である者については、転入届等にその資格を証する事項を
付記

■　児童手当の支給を受けている者に係る届出の特例（法２９条の２）■　児童手当の支給を受けている者に係る届出の特例（法２９条の２）

　・児童手当の支給を受けている者については、転入届等にその資格を証する事項
を付記

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等
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審査 （法８条、政令１１条）

◆　形式的審査

　・　転入届等の届出事項の内容について法定の要件を具備しているか。

◆　実質的審査

　・　届出や届出事項の内容が事実に合致しているかどうか。

◆　市町村長は、住民基本台帳に規定する事項につき定期的（又は必要

　と認めるときは）調査をするものとする。

調査 （法３４条）
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